
単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

1 出産お祝い金支給事業

①②新型コロナウイルス感染症の不安を抱えながら妊娠期を過ごした世帯に

対し、次世代を担う子供の誕生を祝うとともに、物価高騰が続き経済的負担

が増加している子育て世帯を支援するため、出産特別祝金を支給する。

③出生数　162人×10万円＝16,200,000円

④出生時に市内に住民登録した者の父母又は養育者

令和4年4月 令和5年3月 16,200 16,000

・新型コロナウイルス感染症の感染リスクと向き合い、不安を抱き

ながら新生児の保育養育等を行う子育て世帯に対し支援を行うこと

で、コロナ禍における感染症対策等による経済的負担の軽減が図ら

れた。

・出生届の提出時にお祝い金の案内を併せて行うことで、対象者に

対し100％の交付を行うことができた。

子育て支援課

2 個人番号カード交付等経費

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、マイナンバーカードやキャッ

シュレス決済を普及促進し、各種手続きを簡略化することで、職員と市民と

の接触機会の低減を図る。

②カードの普及促進を図るため、ノベルティグッズ（商品券）の配付を行う

が、その費用に国の補助金のほか独自に上乗せを行う。

③商品券2,000円分×8,299人＝16,598,000円

　うち、国庫補助対象　1,500円×6,426人＝9,639,000円

　　　　国庫補助対象外（独自上乗せ分）

　　　　　　　　　　　　500円×6,426人＝3,213,000円

　　　　　　　　　　 　（独自配付分）

　　　　　　　　　　　2,000円×1,873人＝3,746,000円

　　　　　　　　　　　　→補助対象外の計　6,959,000円

④伊達市内に住所を有する、令和3年7月以降のカード新規交付者

令和4年4月 令和5年3月 16,598 6,900

・マイナンバーカードの普及促進について、国を挙げて取り組んで

いるところであり、当市においても国のマイナポイント政策に加

え、独自に2000円分の商品券を上乗せ交付することで、交付率の向

上を図っているところ。

・交付率については、令和３年度末現在で40.2％であったところ、

令和４年度末現在では70.9％と令和４年度の１年間で30.7％の増加

につながった。

・マイナンバーカード交付率の向上は、住民票等のコンビニ交付件

数の増加にも寄与した。

市民課

3 衛生対策用品購入費

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、来庁者や市職員の手指消毒の

徹底や来庁者と市職員の接触機会を減少させることにより、公共空間での感

染拡大を防ぐ。

②③

・感染対策の徹底･･･手指消毒剤を購入することにより職員及び来庁者の感

染を防ぐ手指消毒剤、ペーパータオル等　　　 　　299,354円

・接触機会の減少･･･各種案内をデジタルサイネージで行うことにより接触

機会を減少させる

　　デジタルサイネージ　　47,500円×２台×1.1＝104,500円

　　液晶ディスプレイ　　　129,000円×２台×1.1＝283,800円

　　ディスプレイスタンド　　27,000円×２台×1.1＝ 59,400円

　　　　　　　　　　　　　　　合計　747,054円

④市

令和4年6月 令和5年3月 747 740

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、来庁者や市職員用の

手指消毒剤等を購入し、有効活用することで感染対策が徹底され、

クラスターの発生を100％防ぐことができた。

・併せて、来庁者と市職員の接触機会を減少させるため、デジタル

サイネージを導入し、庁舎の案内や市政情報等、必要な情報を表示

させることで、市民と職員との接触機会の低減が図られ、公共空間

での感染拡大を防ぐことができた。

総務課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業
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4
母子保健相談事業（マタニ

ティ教室）

①新型コロナウイルス感染症の不安を抱えながら妊娠期を過ごす妊婦等に対

し、市職員との接触機会を低減させるため、感染リスクが少ない環境（オン

ライン活用）で妊娠や出産・育児に関する相談・実技指導などを行うこと

で、安心して出産・育児を行えるように支援する。

②報償費、需用費、役務費、委託料

③実施回数：年４クール（1クール２回）

　　・講師報償費　　　　20,000円（５千円/回×4回）

　　・需用費（教材費）　 2,060円

　　・役務費（保険料）　 2,000円

　　・委託費　　　　　　126,384円（歯科医師31,596/人×4回）

　　　　　　　　　　　　　合計150,444円

④伊達市民で初めて出産する妊婦で希望する方とその家族

令和4年4月 令和5年3月 150 120

・新型コロナウイルス感染症の不安を抱えながら妊娠期を過ごす妊

婦等の感染リスクを低減するため、例年開催しているマタニティ教

室について、オンライン環境の活用して実施するなど、感染対策を

強化したうえで実施した。

・例年どおり年４回実施することができ、クラスターの発生も０％

とすることができた。

健康推進課

5
住民周知用非デジタル対応

情報提供事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、適切な時期に新聞折込

による情報周知を図ることにより、市民の予防行動の徹底を促す。

②役務費（広告料）

③新聞折込 役務費　市内全域　80.863円（4/22、8/29の２回折込）

④伊達市民

令和4年4月 令和5年3月 81 80

・新型コロナウイルス感染症の感染防止を広く市民に周知するた

め、新聞折込によりお知らせすることで、予防行動の徹底を促し

た。

・予定どおり年２回の折込を実施した。

健康推進課

6 LINE拡充アプリ導入事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的に、市民と市職員の接触機会を

低減させるため、市民が市役所に来庁しなくてもLINEを活用することで市の

情報を容易に入手できるようにし、行政に関する照会についてもAIから容易

に回答を得ることを可能とする。

②委託料

③システム新規構築費用　3,215,772円

　　・ＬＩＮＥ（リコージャパン）　　2,466,672円

　　　→友達登録者数　1,546人（R5.3.31時点）

　　・きずなメール　　　　　　　　　749,100円

④全市民

令和4年10月 令和5年3月 3,216 3,000

・公式LINEの導入により、簡単な問い合わせについてはAIによる回

答が可能となり、市民が市役所に赴いたり、問合せする手間が省け

ることで、新型コロナウイルス感染症の感染リスクが低減された。

・令和５年３月31日時点の友達登録者数は1,546人となった。

自治振興室

7
学校保健特別対策事業費補

助金

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、児童生徒の安心安全な

学習環境を確保しつつ教育活動を着実に実施するため、学校の感染症対策、

児童生徒の学びの保障をする体制の整備等を促進するための取組に対する支

援を行う。

②需用費、備品購入費

③

　　・清掃用品等消耗品　　　　　1,246,474円

　　・修繕費（蛇口レバー交換）　1,100,000円

　　・医薬材料費（手指消毒剤）　   960,575円

　　・備品購入費（感染防止対策用品、オンライン学習用品）

　　　　　　　　　　　　　　　　4,225,604円

④伊達市立学校

令和3年8月 令和4年3月 7,533 3,700

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、児童生徒や教職員用

の手指消毒剤の購入等に有効活用することで感染対策が徹底され、

感染のリスクが軽減された。

・併せて、GIGAスクール構想の推進を図るための学習用品を購入

し活用することで、児童生徒同士や教職員との接触機会の低減が図

られるとともに、児童生徒のDX学習の推進にも貢献した。

学校教育課
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8
経済対策事業補助金

（だて割事業）

①②新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策により宿泊客数が減少し大き

な影響を受けた宿泊事業者を支援するため、宿泊費の割引（割引率50％、上

限3,000円）に係る経費を助成する。

　　・実施期間　Ａ：R4.7.3～R4.12.29、　Ｂ：R5.1.22～R5.3.9

　　　　　　　　　　（いずれもチェックイン日が日曜日～木曜日（祝前日

を除く）を対象とした

　・対象宿泊施設

　　Ａ：14施設（伊達７、大滝７）、Ｂ：12施設（伊達６、大滝６）

③【宿泊費助成】　49,567,575円

　・利用者数延べ　　17,190人　Ａ：　　 14,509人、Ｂ：　　 2,681人

　・事業費　　　　49,567,575円　Ａ：41,755,930円、Ｂ：7,811,645円

　【事務費】　　　　2,433,091円

　　事業実施者である伊達商工会議所での経費

    （需用費、役務費、人件費（時間外手当等）等の費用）

④伊達商工会議所

令和4年6月 令和5年3月 52,001 51,000

・新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内の旅行需

要の回復を目的に、市内の宿泊施設に宿泊する費用の一部を支援す

ることで宿泊業者を支援し、経営基盤の安定化を図った。

・この事業を実施したことで、令和４年度の延べ宿泊者数は前年度

比51.9%増となり、経営状況の改善に寄与した。

商工観光課

①②新型コロナウイルス感染症に加え、原油価格・物価高騰の影響を受けて

いる市内事業者の経営支援を目的として、事業継続を下支えするための支援

金を給付する。

③【対象事業者】

・市内に事業所等を有する中小企業者、小規模企業者又は個人事業主。ただ

し、公共交通事業及び農林漁業を除く。

【支援内容】

基本額

　　・一般公衆浴場（浴場面積500㎡超）　300千円

　　・　　　　　　　　　（浴場面積500㎡以下）　 150千円

　　・運輸業：貨物トラック（中小企業）　 200千円

　　　　※台数や車種による加算あり

　　・　　　　（小規模企業）　100千円　　　　　　〃

　　・　　　　（個人事業主）　50千円　　　　　　〃

　　・普通洗濯業（中小企業）　300千円

　　・　　　　 （小規模企業）　 200千円

       ・                （個人事業主）　 100千円

　　・その他（中小企業）　　　100千円

　　・　　　 （小規模企業、個人事業主）　 50千円

55,220

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

市内の中小企業や個人事業主等に対し、職種や事業所の規模に応じ

てを支援することで、経営基盤の安定化を図ることができた。

・市内の計788事業所に支援を行った。

商工観光課9

経済対策事業補助金

（原油価格・物価高騰対策

支援金交付事業）

令和4年9月 令和5年2月 55,228
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加算額

　・運輸業：貨物トラック（3ｔ以上）  　　30千円

　・　　　　（3ｔ未満） 　     20千円

　・　　　　 （軽貨物）　　　10千円

　・観光バス（大型）　　　　　　 30千円

　・　　　　 （中型）                    20千円

　　　　　　 （小型）　　　　  　 10千円

　・その他（市内に２店舗以上ある場合　　 50千円

【事業費】

　・給付件数　　　　　　　　　　　　 788件

　・給付金額　　　　　　　 　　51,930,000円

【事務費】

　・需用費、役務費、人件費等　　3,297,828円

④伊達商工会議所

10
経済対策事業補助金

（だてのまち応援券）

①新型コロナウイルス感染症及び電力、燃料費を含めた物価高騰の影響によ

り冷え込んでいる消費を喚起するため、市独自の商品券を発行し、地域経済

再生のきっかけを創出する。

②5,000円の商品券送付及び事業執行に係る事務費（商品券印刷、郵便等）

を交付対象経費とする。【だてのまち応援券第４弾】

③概要

　　・１冊5,000円（500円×10枚）を１人１冊配付

　対象者

　　・R4.11.1時点で伊達市住民登録されている市民及びR5..1.31までに出生

し、出生届により住民登録された新生児

　実施期間

　・R5.2.1～R5.3.21

　商品券発行部数

　・取扱店舗　320店

　・発送冊数　32,503冊

　・配付冊数　32,099冊（配付枚数320.990枚）

　・換金枚数　314,836枚　・換金率　　98.08％

【換金総額（事業費）】　　　　 157,418,000円

【事務費】

　・需用費、役務費、人件費等　　24,298,625円

④伊達商工会議所

令和4年11月 令和5年3月 181,717 180,728

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

市民を広く支援するために、市内で使用できる5,000円分の商品券

を配付し、市民生活基盤の安定化に寄与した。

・換金総額約１億５千７百万円が市内経済の活性化に寄与した。

・320,990枚配付し、314,836枚が換金され、換金率は98.08％で

あった。

商工観光課

55,220

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

市内の中小企業や個人事業主等に対し、職種や事業所の規模に応じ

てを支援することで、経営基盤の安定化を図ることができた。

・市内の計788事業所に支援を行った。

商工観光課9

経済対策事業補助金

（原油価格・物価高騰対策

支援金交付事業）

令和4年9月 令和5年2月 55,228
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11
おおたき応援クーポン券発

行事業

①②新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に伴う旅行需要の落ち込みによ

り大きな影響を受けた大滝区内の観光事業者を支援するため、大滝区の宿泊

施設宿泊者へ大滝区の観光事業者で利用できるクーポン券を発行する。

　　・概要　　　　　　　１枚1,000円分を１人１枚配付

　　・配付対象者　　大滝区内の宿泊施設宿泊者

　　・実施期間　　 　R4.7.16～R4.10.23

③【クーポン券】

　　・配付施設数　6店

　　・配布枚数　　20,000枚

　　・取扱店舗数　14店

　　・換金枚数　　17,904枚

　　・換金率　　　89.52％

　　・換金総額　　17,904,000円

　【事務費】

　　　　　　　　　　　　617,442円

④大滝区内の観光事業者でクーポン券取扱店として登録した者

令和4年7月 令和4年10月 18,521 18,521

・新型コロナウイルス感染症による旅行需要の落ち込みの影響を受

けた市内大滝区の宿泊事業者を支援するために、区内に宿泊する者

に。区内で使用できるクーポン券を配付した。換金総額約１千８百

万円が大滝区の地元経済の活性化に寄与した。

・20,000枚配付し、17,904枚が換金され、換金率は89.52％であっ

た。

商工観光課

地域振興課

12
学校給食費保護者負担支援

事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰により子育て

世帯の生活が困窮することのないよう令和４年度中に保護者が負担した学校

給食費の一部に該当する額を給付する。

②学校給食費の保護者負担の1/2相当額

③対象者

　　・第１回基準日の支給対象者　令和４年９月１日在籍児童生徒の保護者

等

　　・第２回基準日の支給対象者　令和５年２月１日在籍児童生徒の保護者

等

　執行状況

　　・小学校　976人（1回目）　966人（2回目）

　　・中学校　584人（　〃　）　577人（　〃　）

　事業費　36,241,400円

　　・小学校　10,901,100円（1回目）　9,946,500円（2回目）

　　　計20,847,600円

　　・中学校　　8,106,000円（　〃）　　7,287,800円（　〃　）

　　　計15,393,800円

　事務費　689,293円

　　・消耗品費　6,413円

　　・役務費（振込手数料）　682,880円

④令和４年度中に給食費を負担した保護者（就学援助、生活保護受給等は除

く）

令和4年7月 令和5年3月 36,931 36,390

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

子育て世帯を支援するため、学校給食費の半額相当分を給付金とし

て給付することで、生活基盤の安定化が図られた。

・小中学生合わせた対象者1,788人中、1,560人に給付し、率として

は87.2％であった。

・交付総額約３千６百万円が地域の小売店等で活用されることで、

地域の経済の活性化にも寄与したものと考えられる。

食育センター

5/10



単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業

13
だて歴史の杜食育センター

運営管理費

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰が学校給食の

原材料費に多大な影響を及ぼしているが学校給食費を値上げすることなく安

定的な実施を目的として保護者負担の軽減を図る。

②需用費（賄材料費）

③賄材料費　決算額　137,456,449円　Ａ（物価高騰後）

　　　　　　　 　調定額　131,938,385円　Ｂ（物価高騰前）

　　　　　　　　　　Ａ－Ｂ＝5,518,064円（物価高騰相当分）

④保護者

令和4年7月 令和5年3月 5,519 5,058

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により学校給食費の材料費

が高騰しており、本来であれば不足する給食費を値上げするところ

であったが、材料費高騰相当分に交付金を活用することで、値上げ

することなく安定的な給食提供を行えたとともに、保護者負担の増

加を未然に防ぐことができた。

食育センター

14 水道料金等負担支援事業

①新型コロナウイルス感染症に加え、原油価格・物価高騰の影響により市民

生活の負担の増加が続いていることから、経済的な支援を目的として、

5,000円を上限とし申請方式により水道及び簡易水道料金相当分の給付を行

う。

②報酬、需用費、役務費、交付金

③事業費

　　・12,671件（うち電子申請4,050件）　62,842,459円

　事務費　7,483,321円

　　・会計年度任用職員（2名分）　　　　2,201,261円

　　・振込手数料　　　　　　　　　　　　　  2,790,480円

　　・消耗品、印刷製本費　　　　　　　　 　470,415円

　　・郵便料　　　　　　　　　　　　　　　　　2,021,165円

　その他財源については、全額「雇用保険立替収入」

④水道、簡水使用者（公的機関を除く）

令和4年7月 令和5年3月 70,326 70,000

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

市内の水道利用者に対して5,000円を上限とする料金相当分の給付

金を給付することで、生活基盤の安定化を図ることができた。

・市内12,671世帯に対して支援を行った。

・交付総額約６千３百万円が地域の小売店等で活用されることで、

地域の経済の活性化にも寄与したものと考えられる。

上下水道課

15
伊達市高齢者世帯等生活支

援事業

①コロナ禍における原油価格や物価高騰の影響緩和の為に低所得の高齢者世

帯及び障害者世帯に対して1万２千円を給付する。

②職員手当等、報酬、共済費、旅費、需用費、役務費、扶助費

③事業費　54,192,000円

　・令和４年度住民税（均等割）が非課税の世帯であり、65歳以上の高齢者

がいる世帯　4,231世帯　50,772,000円

　・令和４年度住民税（均等割）が非課税の世帯であり、重度心身障がい者

がいる世帯（身体障害者手帳１級及び２級、療育手帳１級並びに精神障害者

保健福祉手帳１級）

　　　285世帯　　3,420,000円

　事務費　　　　　1728,433円

　　・給付金振込手数料　　　　　　　　　993,300円

　　・郵送料　　　　　　　　　　　　　　372,276円

　　・その他経費（報酬、消耗品等）　　　362,857円

　その他財源については、北海道による「令和4年度市町村高齢者等生活支

援事業費補助金」及び「雇用保険立替収入」

④令和４年６月１日において、伊達市に住民登録があり、令和４年度非課税

世帯のうち、65歳以上の高齢者がいる世帯、重度心身障がい者がいる世帯。

令和4年10月 令和5年5月 55,920 27,600

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

低所得の高齢者世帯や障がい者世帯に対して支援金を給付すること

で、生活基盤の安定化を図ることができた。

・住民税均等割が非課税の世帯のうち、65歳以上の高齢者がいる

4,231世帯、重度心身障がい者がいる285世帯、計4,516世帯に支援

を行った。

・交付総額約５千４百万円が地域の小売店等で活用されることで、

地域のの経済の活性化にも寄与したものと考えられる。

生活支援室
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単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業

16
医療・社会福祉施設等に対

する物価高騰対策支援事業

①コロナ禍における物価高騰に伴う影響を軽減するため、利用者に食事を提

供する医療・介護施設等へ食材費支援を行うことにより、食の質の低下を防

止すると共に施設の健全な事業運営を図ることを目的とする。

②事業所への補助金

③

　　・入所施設（介護、障がい、児童）　　37件　27,693,000円

　　・入院施設（医療機関）　　　　　　　　　5件　13,386,000円

　　・通所施設（介護、障がい）　　　　　 22件　　3,888,000円

④市内に「食事提供を行う入院病床を有する病院、社会福祉施設、介護施

設」を有する法人

令和4年12月 令和5年2月 44,967 44,767

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加している

市内の食事を提供している社会福祉施設等に対し、食材費相当分を

支援することで、経営基盤の安定化を図ることができた。

・介護施設、障がい者施設、医療機関等の計64事業所に支援を行っ

た。

高齢福祉課

17

原油価格・物価高騰対策支

援金交付事業

（公共交通分野）

①②新型コロナウイルス感染症や原油価格の高騰に伴い負担が増えている公

共交通事業者に対し、燃料購入費の一部を支援金として交付し、経営の安定

化による公共交通の維持を図る

③路線バス事業者（１社）

　　・道南バス　　　：97千円×12台＝1,164,000円

　タクシー事業者（２社）

　　・光星タクシー ：31千円×15台＝　465,000円

　　・伊達ハイヤー：31千円×15台＝　465,000円　　930,000円　　　合

計　2,094,000円

④市内に本社又は営業所を持つ路線バス及びタクシー事業者

令和4年10月 令和5年3月 2,094 2,094

・新型コロナウイルス感染症や物価高騰により負担が増加した市内

の公共交通事業者（路線バス、タクシー）に対し、保有する車種と

保有台数に応じた補助を行うことで、経営基盤の安定化を図ること

ができ、地域の貴重な足を守ることができた。

企画財政課

18
マイナンバーカードのコン

ビニ交付手数料減額事業

①新型コロナウイルスへの感染防止を図るため、マイナンバーカードを利用

したコンビニでの各種証明書の交付をすべて10円とすることで、市民のカー

ド取得意欲を高めるとともに、職員と市民との接触機会の低減を図る。

②コンビニ交付数の増加により減少する歳入(戸籍手数料)への補填

③合計903,860円

　　・うち戸籍手数料　　　　　　672件　284,180円

　　・うち住民基本台帳手数料　1,432件　272,080円

　　・うち印鑑証明手数料　　　1,101件　319,290円

　　・うち税務証明手数料　　　　149件　  28,310円

④マイナンバーカードを所持し、伊達市発行の証明書を受ける方

令和4年10月 令和5年3月 904 903

・マイナンバーを活用したコンビニ交付の活用推進を図るため、コ

ンビニでの交付手数料を１部当たり10円に設定した。

・手数料を大幅に引き下げたことにより、コンビニ利用を促され、

市民サービスの向上とともに、住民票取得手段の分散化により新型

コロナウイルス感染症の感染リスクの低減が図られた。

・令和４年10月からの開始であったにも拘わらず、有料の各種証明

書の全発行部数32,909件のうち、コンビニ交付が4,856件となり、

全交付件数の14.8％を占めた。

市民課

19 郵便料金計器導入事業

①新型コロナウィルス感染リスクを低減するため、郵便料金計器を導入し、

これまで手作業で行ってきた仕分け・計量・集計について業務の効率化を図

るとともに、多数の職員が郵便物に接触する機会を減らす。

②備品購入費

③郵便料金計器（搬入・設置費用含む）　2,740,000円×1.1＝3,014,000円

④市

令和4年10月 令和5年1月 3,014 3,014

・郵便料金計器の導入により、仕分け、計量、集計に係る業務が自

動化されたことで、これに係る時間が縮減したことに加え、車輪が

ついていることから、計器を移動させ別室での作業も可能となった

ことから、新型コロナウイルス感染症の感染リスク低減対策として

も機能している。

総務課
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単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業

20
肥料価格高騰対策事業補助

金

①新型コロナウイルス感染症等による原油価格の値上がりに伴う輸送価格の

高騰、世界的な穀物需要の高まりに伴う肥料の需要増加等により、肥料価格

が高騰しており、農業経営に大きく打撃を与える状況となっていることか

ら、（１）国が行う肥料価格高騰対策（肥料低減に取り組む者に対し、肥料

価格上昇分の７割を補填）を補う形で、残り３割の補填を行う。（２）ま

た、肥料低減の取組として、伊達市堆肥センターの堆肥を使用する者のう

ち、業者に運搬を依頼した場合に、その運搬料を補助する。

②補助金

③補助金合計22,703,546円

　・うち肥料コスト上昇分への一部補填分　200件　21,928,979円

　・うち堆肥センター堆肥購入者への運搬料補助分　10件　774,567円

④市内農業者を対象として①の補助を実施する、伊達市農協及びとうや湖農

協を対象とする。（市⇒農協⇒農業者）

令和4年6月 令和5年3月 22,704 22,200

・肥料コストの上昇分のうち７割分が国の補助であったが、これに

上乗せして残り３割分を独自に補助を行った。

・市内の農業者200件に対し補助を行った結果、肥料コストの高騰

に伴う離農は０％であった。

・また、堆肥の運搬補助を行うことで、市堆肥センターで製造した

堆肥の利用促進が促されるとともに、有機資源の再活用が図られ

た。

農務課

21
就業管理等クラウドサービ

ス実証実験事業

①新型コロナウイルス感染症のまん延を予防するため、勤怠管理関連業務を

紙の運用から電子決裁機能を備えたクラウドサービスを活用する実証実験を

行うことで、事務工数を減らし、感染症リスクを低減するとともに、働く場

所に捉われない環境整備を行うことで、内部事務の継続性向上を図る。

②委託料

③委託料（システム設定費用）　合計4,156,020円

　　・うち令和４年度分　　697,950円

　　・うち令和５年度分　3,458,070円（債務負担行為設定）

④市

令和5年1月 令和5年3月 698 690

・これまで紙ベースで行っていた出退勤、休暇、時間外勤務の処理

を電子化し、新型コロナウイルス感染症の感染リスクがある紙帳簿

でのやり取りを低減できる環境を構築することができた。

・併せて、就業管理に関わる申請行為や承認行為をクラウド上で行

うことで、テレワーク環境の推進が図られた。

総務課

職員法制課

22
国産粗飼料利用拡大緊急酪

農対策事業

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、飼料価格が上昇していること

から、国の事業を補完する補助することにより酪農経営の安定化を図るた

め。

②補助金

③国の事業では都府県10,000円/頭、北海道7,200円/頭を補填するが、本市

は飼養頭数や面積が小さく都府県に近い酪農経営であることから、差額の

2,800円/頭を支援するもの。

10,000円（都府県）－7,200円（道）＝2,800円/頭

　　995頭×2,800円＝2,786,000円

④市内農業者を対象として①の補助を実施する、伊達市農協及びとうや湖農

協を対象とする。（市⇒農協⇒農業者）

令和4年12月 令和5年3月 2,786 1,991

・粗飼料の高騰に伴う国の補助に上乗せして補助したものであり、

995頭分を独自に補助を行った。

・経営が圧迫されていた酪農家の経営基盤の安定化が図られ、飼料

高騰に伴う経営悪化による離農は０％であった。

農務課
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単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業

23 簡易水道会計繰出・補助

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、電気料が上昇し負担が増加し

ていることから、電気料金の単価上昇分を支援することで、簡易水道事業の

経営安定化を図る。

②繰出金

③伊達市簡易水道事業会計に繰り出し、光熱水費及び動力費の電気料金単価

上昇分（税抜）を交付対象経費とする。

　単価上昇分合計950,986円（税込）→864,532円（税抜）

　　・うち原浄水費－光熱水費　　　　　 　48,729円（税込）

　　・うち原浄水費－動力費　　　　　　　863,463円（税込）

　　・うち配給水費－光熱水費　　　　　　　1,108円（税込）

　　・うち配給水費－動力費　　　　　　　　37,686円（税込）

④伊達市簡易水道事業

令和4年4月 令和5年3月 864 800

・物価高騰に伴う、簡易水道事業の実施に係る電気料の負担増が

864,532円（税抜）にも上ったことから、これに相当する分の補助

を行うことで、事業の健全な運営が図られたとともに、使用料への

跳ね返り等、使用者への経済的負担を未然に防ぐことができた。

上下水道課

24 公共下水道会計繰出・補助

①新型コロナウイルス感染症等の影響により、電気料が上昇し負担が増加し

ていることから、電気料金の単価上昇分を支援することで、公共下水道事業

の経営安定化を図る。

②繰出金

③伊達市公共下水道事業会計に繰り出し、汚水分の光熱水費及び動力費の電

気料金単価上昇分（税抜）を交付対象経費とする。

　単価上昇分合計12,233,735円（税込）→11,121,577円（税抜）

　　・うち管渠費－光熱水費　　　　　　　　　　  　25,739円（税込）

　　・うち管渠費－動力費　　　　　　　　　　　 　587,777円（税込）

　　・うちポンプ場費－光熱費及び動力費　 1,019,806円（税込）

　　・うち処理場費－光熱費及び動力費　10,600,413円（税込）

④伊達市公共下水道事業

令和4年4月 令和5年3月 11,122 11,000

・物価高騰に伴う、公共下水道事業の実施に係る汚水分の電気料の

負担増が11,121,577円（税抜）にも上ったことから、これに相当す

る分の補助を行うことで、事業の健全な運営が図られたとともに、

使用料への跳ね返り等、使用者への経済的負担を未然に防ぐことが

できた。

上下水道課

25
疾病予防対策事業費等補助

金

①新型コロナウイルス感染症が蔓延する中、風疹の蔓延防止事業を推進する

ことで、風疹罹患者数を低減し、医療機関の負担の低減につなげる。

②委託料及び事務費

③抗体検査173人　599,269円、　定期予防接種27人×9,130円×1.1＝

271,161円、

　事務費342,900円

④市民

令和4年4月 令和5年3月 1,213 71

・抗体検査の実施が173人と、対象者2,599人に対して6.7％の実施

率となり、定期予防接種が27人と、対象者41人に対して65.9％の実

施率となった。

・事業の推進により、感染リスク等の軽減が図られ、今後の医療機

関の負担軽減に繋がっていくものと考えられる。

健康推進課
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単位［千円］

No 交付金事業の名称

事業内容事業の概要

①目的・効果、②交付金を充当する経費内容

③積算根拠、④事業の対象

事業始期 事業終期 支出済額
交付金

充当額
効果・検証 担当課

○令和４年度　「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を充てる事業

26

無線システム普及支援事業

費等補助金

【令和２年度繰越事業】

（高度無線環境整備推進事業）

①国が示した「新しい生活様式」を実践するため、家庭・事業所等にWi-Fi

環境を整備

②光ファイバ未整備地域に光ケーブル網敷設

③補助対象経費404,262,000円（うち市負担分255,838,000円）のうち、国庫

補助金（NTT）の裏分

　　　　　　　107,803,000円

　・うち伊達分　44,529,000円

　・うち大滝分　63,274,000円

④家庭・事業所内のWi-Fi設備は対象外

107,803

27

高度無線環境整備推進事業

（任意負担分）

【令和２年度繰越事業】

③補助対象経費404,262,000円（うち市負担分255,838,000円）のうち、一般

財源相当分

　　　　　　　　73,035,000円

　・うち伊達分　66,793,000円

　・うち大滝分　 6,242,000円

73,035

28

高度無線環境整備推進事業

（補助対象外分）

【令和２年度繰越事業】

③補助対象外経費77,531,000円のうち、市負担分　26,084,000円

　・うち伊達分　26,084,000円

　・うち大滝分　　　　　0円

26,084

令和2年9月 令和4年9月 281,922

・市内全域に光ファイバを整備し光ケーブルを敷くことで、光回線

によるインターネットの利用が可能となり、区内のデジタルトラン

スフォーメーション（DX）化を推進する土台が完成したことか

ら、新型コロナウイルス感染症の感染リスクの低減を図るためのテ

レワークの実施等が可能となった。

・光ケーブルの延長は伊達地区分で73km、大滝区分で84km、計

157kmを整備した。

総務課
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